「公認都道府県審判員」登録に係る説明

（２０１４年８月１日改訂版）
１．用語の説明について

　・公認都道府県審判員
　　→　平成２６年４月より運用を開始している、全空連が認める都道府県の審判員資格を有する者
　・都道府県認定審判員
　　→　従来より都道府県ごとに養成し、各都道府県連盟が認める審判員資格を有する者
（各都道府県連盟により呼称が異なるが、県公認審判員や県審判員などと呼ばれているもの）
※公認都道府県審判員資格制度は、従来より各都道府県ごとに養成・認定していた審判員資格を全空連が一括管理・登録することを目的に運用を開始いたしましたが、現在も従来より養成している審判員資格を認定している都道府県連盟があることや、その審判員資格の登録条件が全空連で認める公認都道府県審判員の登録条件と異なることなどから、全空連ではそれぞれの資格を区別するため、上記記載の通り今後使用して参ります。
２．登録対象者について

　　 　公認都道府県審判員の本連盟への登録は、全国及び地区組手・形審判員資格保有者は除き、本連盟公認審判員規程第３条及び第１８条に該当する次の資格基準を有る者とする。
（１）公認都道府県組手審判員は、公認３段以上、空手道歴７年以上、満２５歳以上の全てに該当する者。

（２）公認都道府県形審判員は、公認４段以上、地区または全国組手審判員、日体協公認空手道指導員以上、満３０歳以上の全てに該当する者。
３．登録料について
登録料は、組手及び形共５，５００円（新会員証発行手数料５００円を含む。）とする。

４．登録及び登録有効期限並びに手続方法について

（１）本連盟への登録は、都道府県審判員登録申請書と都道府県審判員合格者一覧表の提出及び登録料の納付をもって行う。有効期限は審査会期日の次年度から３年後の３月３１日までとする。（全国・地区審判員の資格有効期限に関する規程に準ずる）
（例）公認都道府県審判員審査会を２０１４年８月１日に受審し合格した場合、有効期限は２０１８年３月３１日までとなる。
　　　
（２）平成２６年６月１日以降、新規登録する公認都道府県審判員の手続き方法は、各都道府県で実施する公認都道府県組手・形審判員講習審査会終了後、別紙の都道府県審判員合格者一覧表を作成し、都道府県審判員登録申請書と合わせ、審査会終了日より一ヶ月以内に全空連に提出しなければならない。合わせて、各都道府県連盟は合格者分の全空連登録料を納入しなければならない。
　

（３）資格有効期限内に更新手続きを行わなかった者については資格失効とする。公認都道府県審判員資格を再度取得するためには新規にて公認都道府県審判員審査会を受審しなければならない。
５．新会員証の発行について
　　   審判員登録料申請書及び都道府県審判員合格者一覧表に基づき全空連登録料の納付確認後２週間以内に発行する。（新会員証は全空連から各個人宛直接送付する。）
６．取得年月日の取扱いと地区審判員資格の受審条件について
　公認都道府県審判員資格の取得年月日は審査会期日となる。そのため、公認都道府県審判員を取得した者が地区審判員資格を受審できるのは、公認都道府県審判員資格を受審した審査会期日から、地区審判員資格の審査会期日まで組手は２年以上、形は３年以上経過していなければならない。
　（例）公認都道府県組手審判員審査会を２０１４年８月１日に受審し合格した場合、
地区組手審判員審査会を受審できるのは、２０１６年８月２日以降となる。
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